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テクニカルノート

新興国の交通流と交通渋滞の解析

坪井 務1,2,a) 小栗 宏次2

受付日 2016年6月2日,採録日 2016年8月10日

概要：本論文はインドの市内で展開した ITS実証事業による大量な交通データをもとに交通流の解析を行
うとともに，先行研究による交通データの特長に基づく解析で得られた交通基本特性を活用し，求められ
た自由速度と実際の平均車速比を交通渋滞パラメータとして利用する可能性を統計処理検定で渋滞閾値を
特定した．また，2014年 10月より開始した ITS事業による効果を，取得した 2月と 6月の各 1カ月間の
ビックデータ比較から交通量，車速の変化率を組み合わせた解析により，市内 10カ所による面として市内
交通状況推移から検証を行った点でユニークとなっている．本手法は，今後の新興国における交通解析へ
の活用方法の一例として報告する．
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Abstract: This manuscript describes Traffic Congestion analysis in India by traffic vehicular velocity ration
between free speed and actual average speed based on ITS business in a city big data traffic flow analysis.
Free speed is calculated by traffic flow analysis from basic traffic characteristic which is studied by previ-
ous research. And this research shows traffic condition improvement by one month traffic data comparison
between February and June of 2015 of Indian ITS business which has been started since October 2014. It
is unique analysis by using traffic condition transition analysis based on combination of traffic volume and
velocity at ten monitored points as city level space. This study reports free speed and average traffic velocity
ration is effective as one of traffic congestion analysis method especially under emerging countries.
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1. はじめに

近年の交通渋滞課題は，これまでの先進国において経験

してきた状況から，経済成長が著しい新興国において特に

深刻さを増している．とりわけ中国やインドにおいては

5%を超える経済発展の成長を背景に人や物の輸送の増加

が著しい反面，インフラ整備が間に合わない新興国の事情

から交通渋滞をまねいている．これらは経済の損失だけで
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なく排気ガスなどによる環境破壊にまで影響を及ぼすとと

もに，インドにおいては交通事故による死亡者は年間 23万

人を超える（世界保健機関（WHO）[1]）という報告もなさ

れている．経済損失に関しては，交通渋滞による環境破壊

から約 6,000億円という分析 [2]報告もある．このためこ

うした新興国での交通制御は緊急課題であると同時に，そ

のための実際の交通事情の把握が重要となっている．一般

的にインフラ整備されていない新興国での交通状態の把握

が困難となっているのが現状である．最近では Salimら [3]

のインド交通解析や神垣ら [4]のインドネシアにおける交

通流解析の解析など行われているがいずれも観測データが

わずかな期間であり十分な解析に至っていない．

本論文ではインドのアーメダバード市における 2カ月の
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実証事業のデータをふまえての交通解析と渋滞に関する研

究を報告する．本実証は，市内に 14台の交通モニタカメ

ラを設置し，そこから得られる交通情報をもとに交通情報

板に交通状態を表示することで，住民への初めてのリアル

タイム交通情報提供サービスを 2014年 10月より開始した

事業であり，独立行政法人国際協力機構（JICA）の「民間

型普及・実証事業プログラム」として 2014年 10月に開始

したものである．本論文に先立ち，著者ら [5]が，大量な交

通密度と交通量の関係や交通密度と車速の関係をそのデー

タの特異性より基本交通観測式の導入することで観測地点

における基本交通特性を求めた．さらに交通渋滞を表す指

標として平均車速と基本特性より得た自由速度の車速比の

有効性を示した．この車速比の検討では実際の渋滞した道

路の交通量および車速の 24時間の変化により渋滞の判断

を示したが，本論文では車速比により渋滞パラメータとし

ての具体的な閾値の確定と市内交通状態を面で把握する手

法を示すことを特長としている．2月，6月それぞれ 1カ月

間の速度観測データ（標本値）の標本平均の差としたとき，

2月，6月の母集団にも差が現れるかを検定する統計処理

を行うことで車速比による渋滞判定可能な閾値を求め，そ

の妥当性を示した．2月から 4カ月経過した 6月時点にお

ける交通量の変化を交通量差分と平均車速差分による分散

分析を行うことで複数の観測ポイントでの解析から総合的

に面としての市内交通解析を行った．これらの解析事例は

今後アーメダバード市で開始した ITS事業の当該地域から

インド他の都市での応用の可能性を示すとともに，さらに

他の新興国での交通解析手法として有効であると考える．

2. インド ITS実証事業

2.1 実証事業概要

本研究に活用したインド ITS事業は，2011年で人口 600

万人を超え，車の増加も 255万台から年間 10万台増加を

たどっているインドグジャラート州アーメダバード市を対

象に，交通渋滞問題が顕在化しつつある背景に，日本国内

では一般的である画像トラフィックモニタカメラおよびタ

クシープローブでアルタイムに収集した交通情報をもとに

交通渋滞情報を市内に設置した情報板に表示することで，

住民への空いている道路への誘導を促すシステムとして構

築した．

2.2 システム概要

ITS実証システムの構成は，交通情報入力は市内 14カ

所に設置した画像モニタカメラ，タクシープローブおよび

GPS搭載携帯電話ユーザから受け，インターネット上に

設けたクラウドシステム経由で情報から交通解析した結果

を情報板に 3分おきに更新する．交通警察官はタブレット

端末で状況の確認および緊急時の情報入力（事故や交通規

制）が行える．システム概要を図 1 に示す．

図 1 ITS 実証事業システム構成

Fig. 1 System configuration of ITS field business.

図 2 ITS システム配置

Fig. 2 ITS system location.

表 1 ITS システム設置位置

Table 1 ITS system position.

2.3 ITS実証システム設置個所

システムの設置はアーメダバード市の中心部を流れる川

を挟んだ西側地区とし，システムの設置状況を図 2 に示

す．また．それぞれの位置情報を表 1 に緯度経度（10進

数）情報を示す．交通モニタカメラ（図中 CTSと記載）10

台および交通情報板（図中 EIBと記載）4台となっており，

情報板にもモニタカメラが設置されていることからカメラ

は合計 14台となる．観測される交通データは毎分の車両

数，車速，車頭距離，GAP，交通密度，オキュパンシ，車

長などのパラメータを路線ごとに蓄積されている．今回集
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積されたデータはカメラ 1台で約 4万ポイント/月 × 2カ

月 × 8項目 ×（2～3車線）× 14カ所 =約 2,200万ポイン

トに及ぶことになる．

3. 先行研究の結果

3.1 交通量と車速の把握

先行研究では，測定ポイントにおける分単位の交通密度

（k）–交通量（q）特性および交通密度（k）–車速（v）特性を

求め，K-Q特性である境界線以上のデータが存在しない特

長を利用し，観測データから得られる境界線から基本特性

観測式との比較より，自由速度，飽和密度を見積もり K-Q

特性を示す式 (1)および K-V特性のGreenshieldsの式 (2)

を導入することができた．図 3 にカメラ#1における交通

基本特性を示す．

ここで，一般的に用いられる Q-K曲線を用いていない

理由は K-Q曲線の方が境界線式を交通密度（k）の 2次式

で表記できる容易さを利用したためである．

q(k) = −vf

kj

(
k − kj

2

)2

+
vfvkj

4
(1)

v(k) = −vf

kj
k + vf (2)

ここで，図 3 の交通基本特性におけるデータ内容の解説

を以下に示す．交通量（q）と交通密度（k）に関し，車両

単位として pcuを用いたが，ここではインド交通で特有

な 3輪自動車（リクシャー）の台数が多く占めており，4

輪車両における小型車との区別をせず台数に加えているた

めで数量としては 1カウントであり，基本的に台としても

よい．また，プロットされたデータは 2015年 6月 1カ月

の測定間隔 1分間による測定値を用いている．さらに，測

定個所は片側車線 2車線であり，その車両数の加重平均を

用いた．車両に関しては，車線を越えて割り込む車両（特

にリクシャー）の判定は困難であったためすべての車両数

はデータに含まれない可能性は大きい．このため観測デー

タにのらない車両も含まれるため，実際の交通渋滞におけ

る過密度状態は現れにくいと推定される．また，測定には

2輪車が含まれず，リクシャー以上に一般車両の隙間を走

行する台数の継続ができていないことも過密度状態を見え

にくくしていると思われる．ここでK-V曲線において，観

測値から求められた境界線による近似式 (2)と最小自乗法

から求められる近似式を表しており，近似式 (2)では測定

点における境界を示しており，最小自乗法による近似式は

平均を表すものと考えられる．しかしながら，近似式 (2)

と最小自乗法による近似式から求められる自由速度（vf）

の本来の定義を考慮した場合，近似式 (2)を用いた自由速

度はK-V曲線での境界線近似との整合性の観点から本論文

での自由速度（vf）とするのが望ましいと判断した（図 3

K-V曲線参照）．

図 3 カメラ#1 の交通基本特性と近似式

Fig. 3 Basic traffic characteristics and approximation.

3.2 渋滞の評価

先行研究における渋滞の評価は，測定データより導入し

た交通基本特性式 (1)から得られる自由速度（vf）に対す

る測定ポイントにおける平均車速との比をパラメータとし

て判定した．これは当該道路の平均車速が混雑のない理想

自由速度に対する度合い（車速比）（式 (3)）をみることで

その混雑度を相対的に判定するものである．この妥当性と

して，元の観測データから得られた時間ごとの交通量およ

び車速の変化を総合的に比較することで判定することがで

きる．図 4 には各測定点での 2月と 6月の車速比を示す．

また，それぞれの観測点でのデータを表 2 に示す．測定

データは測定期間 1カ月における毎分の観測データより平

均値を求めている．

図 4 より特に渋滞として顕著な傾向のあるカメラ#2の

時間ごとの交通量と平均車速の変移を図 5 に示す．この

図 5 において 20時で車速の低下，交通量の増加がみられ，

渋滞が発生している様子が見られる．

Velocity ratio =
Average

Free speed
= vave/vf (3)
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図 4 各測定点の車速比

Fig. 4 Vehicle velocity ratio at each location.

表 2 各測定点での観測データと自由速度

Table 2 Traffic data and free speed at each location.

図 5 カメラ#2 の交通量と車速特性（2015.6）

Fig. 5 Traffic volume and velocity characteristics at camera#2

(2015.6).

4. 交通渋滞解析

4.1 渋滞パラメータ

図 4 に示した測定点ごとの 2月と 6月の車速比の変移を

散布図として図 6 に示す．図の破線部は 2月と 6月の変

化がない境界を示しており，破線部より上部は 6月にて渋

滞が緩和され，下部ではその逆を意味している．

図 6 よりカメラ#2で顕著に混雑が増加していることが

図 6 2 月– 6 月での車速比変移

Fig. 6 Velocity ration change between Feb. and Jun..

容易に判定される．図 6 では車速比が 0.65以下の部分を

渋滞として仮定するとカメラ#1，#2，#3，#6がその対

象境界にあることが分かるが，車速比 0.65が混雑を表す閾

値として妥当かを次節で検証する．

4.2 車速比閾値の有効性

車速比閾値 0.65の有効性は以下のように検定すること

ができる．すなわち，2月と 6月の車速観測データ群をそ

れぞれの領域の標本データとし，その標本平均速度が 2月

と 6月のそれぞれの母集団の平均速度と有意差検定行うこ

とになる．この検定には母集団が等分散であるか仮定せず

検定できるウェルチ検定 [6]が適用できる．

同じ母平均を持つ 2つの正規母集団（ここでは 2月の母

集団と 6月の母集団）から，大きさ（nF），（nJ）の標本を

抽出したとすると，ウェルチ検定はその統計量 T は自由度

（ν）の t分布に従うことになる．

T =
VJ − VF√
S2

J

nJ
− S2

F

nF

(4)

VF：2月の平均速度， VJ：6月の平均速度

SF：2月データの不偏分散，SJ：6月データの不偏分散

υ =

(
S2

J

nJ
+

S2
F

nF

)2

(
S2

J

nJ

)2

nJ − 1
+

(
S2

F

nF

)2

nF − 1

(5)

ただし，自由度（ν）は式 (5)の最も近い整数をとる．

4.3 渋滞パラメータとしての車速比検証

交通渋滞の定義は論理的には，待ち行列理論での非定常

状態とされ，交通需要を対象とする処理系では処理できず

にオーバフローした状態を表し，「処理能力の超過」状態

であると考えられている [7]．また公益財団法人日本交通

情報センター [8]においては表 3 に従い渋滞・規制図では

渋滞を「赤色」，混雑は「橙色」で表示している．さらに
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表 3 国内における渋滞判定例

Table 3 Traffic congestion guideline in Japan.

表 4 カメラ#1 のウェルチ検定結果

Table 4 Results of velocity Welch. tests of camera#1.

表 5 カメラ#2 のウェルチ検定結果

Table 5 Results of velocity Welch. tests of camera#2.

NEXCO中日本/東日本/西日本が管理する高速道路におけ

る渋滞とは，時速 40 km以下で低速走行あるいは停止発進

を繰り返す車列が，1 km以上かつ 15分以上継続した状態

を渋滞としている．このように国内をはじめとする先進国

では道路によってこれまでの経験からある程度の渋滞状態

の共通認識が可能であるが，インドをはじめとする新興国

での交通渋滞定義の一般化は困難な状況となっている．

よって，本論文では当該道路での平均車速と測定データ

から得られた観測式による自由速度の車速比を検討し，走

行する車の速度が，本来その道路における混雑のない自由

速度走行に対してどの程度の速度差があるかによって渋滞

を表すパラメータの 1つとして検証する．

2月と 6月の標本データとしてそれぞれの 1カ月分の交

通データを抽出し，これをもとに，式 (3)，(4)に従い有意

水準 1%を算出する．算出結果により帰無仮説（2月と 6月

の母集団平均車速は等しい）を検定する．図 6 より渋滞の

可能性が高いカメラ#1，#2，#3，#6のウェルチ検定結

果を表 4，表 5，表 6，表 7 に示す．これらの検定により

両側 1%有意水準における棄却領域にあるにはカメラ#1，

#2，#6となり，帰無仮説は棄却され，平均車速はそれぞ

れの母集団では等しくないことが検定される．よってカメ

ラ#1，#2，#6では平均車速は 6月の時点で変化してい

ることになる，カメラ#1では渋滞改善がみられ，カメラ

#2，#6で渋滞が起きている結果となった．また，カメラ

#3に関しては 2月と 6月では渋滞に関しての変化はない

と判定される．これにより車速比閾値として 0.65の妥当

表 6 カメラ#3 のウェルチ検定結果

Table 6 Results of velocity Welch. tests of camera#3.

表 7 カメラ#6 のウェルチ検定結果

Table 7 Results of velocity Welch. tests of camera#6.

表 8 測定点ごとの車速比一覧

Table 8 Velocity ratio comparison table in each location.

図 7 カメラ#2 の時間帯別車速比（2015.6）

Fig. 7 Hourly traffic velocity ratio at camera#2 (2015.6).

性が証明された．データのまとめを表 8 に示す．

ここで用いた車速比は，当該道路における平均車速は測

定期間 1カ月における走行車両の平均速度と自由速度の比

を用いてきた．これによりマクロ的に渋滞状態をウェルチ

判定で有意差を示すことができた．渋滞状況は図 5 でみた

ように時間帯による交通量により変化しており，経過時間

を考慮することでより渋滞状況を詳細にとらえることが可

能となる．表 5 における車速比の有意差がみられたカメラ

#2に関して，図 5 で示した時間ごとにおける車速に注目

し，自由速度に対する時間別車速比を図 7 に示す．

図 7 より時間帯別車速比を導入することで，それぞれの

道路における渋滞する様子が容易に把握できる．平均車速
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図 8 カメラ#3 の時間帯別車速比（2015.6）

Fig. 8 Hourly traffic velocity ratio at camera#3 (2015.6).

図 9 カメラ#2 の Q-K 特性と渋滞領域

Fig. 9 Traffic congestion area at Q-K curve of camera#2.

と自由速度比の閾値は 0.65としているが，時間帯車速と

自由速度比の閾値は図 7 から 0.5前後とすることでより明

確に渋滞状態を示すことができると考えられる．ちなみに

ウェルチ有意差判定で有意差があまりみえなかったカメラ

#3における時間帯別車速比を図 8 に示す．

図 8 より時間帯別車速比が 0.5以下となる部分は存在せ

ず，カメラ#3の位置での渋滞が起きている判別は難しい

ことが明らかとなった．

ここで用いた車速比および時間別車速比に関して，交通

基本特性（Q-K曲線）との関係を検証する．Q-K曲線とし

てカメラ#2の 2015年 6月 1カ月における毎分データを利

用し，閾値として時間別車速比で使用した 0.5を用いるこ

とで，0.5以上とそれ以下の場合の分析を示すことにする．

図 7 で閾値 0.5以下で渋滞が起きている状態となっている

ので，滞留の起きている状態が Q-K曲線でのどの領域に

あたるかを図 9 に示す．

図 9 より，アーメダバード市における渋滞は Q-K曲線

の一般的に考えられる渋滞領域には存在しないことが判明

した．これはカメラ#2における渋滞している領域（閾値

0.5以下）は閾値 0.5を超える交通状態の良い状態と比較

し，交通密度（k）の交通量（q）に対する値が高い傾向に

あることが図 9 より判明する．図 9 を閾値 0.5で分けて示

すと図 10 のようになる．

図 10 カメラ#2 の車速比別 Q-K 曲線

Fig. 10 Q-K curve of camera#2 by velocity ratio.

図 11 市内交通量変移（2015 年 2 月対 6 月）

Fig. 11 Traffic volume change (Feb. vs. June 2015).

図 9，10はアーメダバード市で生じている渋滞は，交通

の過飽和状態（渋滞領域）で発生しているとは限らないこ

とを示している．渋滞発生のメカニズムに関しては，今後

の詳細な調査研究によるものとする．

4.4 地域交通の把握

交通渋滞の解析において実際の交通量（q）の推移は車速

とならんで重要なパラメータとなる．図 11 に昼 12時間

交通量の各測定ポイントにおける変化を 2月と 6月の散布

図として示す．図 7 より交通渋滞と判断されたカメラ#2

では 2月と 6月の時点の交通量変化はないものの，カメラ

#1は交通量の増加にかかわらず渋滞状況は改善されてい

ることが判明した．

一方で交通渋滞の状況の把握として，交通量（q）の変化

量と平均車速（v）の変化量の関係に着目する．ここでそれ

ぞれの変化量として，交通量（q）の変化率（Q Ratio）を

式 (6)，平均速度の変化率（V Ratio）を式 (7)とし，2月

と 6月における散布図を図 12 に示す．

Q Ratio =（6月平均交通量量/2月平均交通）− 1 (6)

V Ratio =（6月の平均車速/2月の平均車速）− 1 (7)

図 12 の状態を整理すると以下のようにまとめられる．

• 第 1象限：改善領域

交通量の増加にもかかわらず平均車速が速く交通渋滞が改

善されている領域（カメラ#1，#3，#8，VMS#3）
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図 12 市内交通状態推移（2015 年 2 月対 6 月）

Fig. 12 Traffic condition change (Feb. v.s. Jun. 2015).

図 13 アーメダバード市内交通状態マップ

Fig. 13 Traffic condition mapping in Ahmedabad city.

• 第 2象限：自然改善領域

交通量の減少により平均車速が速く交通渋滞が起きていな

い領域（カメラ#4，#7，#10）

• 第 3象限：渋滞領域

交通量の減少にもかかわらず平均車速が遅くなっており渋

滞が生じている領域（カメラ#5，#9）

• 第 4象限：自然渋滞領域

交通量が増加しており平均車速が遅くなっており渋滞が生

じている領域（カメラ#2，#6）

このように交通量と車速の変化率をおさえることで市内

の交通状態を俯瞰することが可能となり，カメラ#2，#6

のポイントは改善策が必要であり，カメラ#1では改善で

きていることが判明した．簡易的な交通渋滞を示す他のパ

ラメータとして時間あるいは空間的な車両占有率（オキュ

パンシ）を用いることも可能ではあるが，オキュパンシの

測定の正確さに課題もあり，交通量と車速を用いることは

データの確実性からみても妥当と判断できる．本論文での

紹介は省略するがオキュパンシ測定において 100%を超え

るデータが存在していた．

参考として今回の観測対象範囲における 2月，6月の平

日の交通量の推移を地図上に展開したものを図 13 に示す．

必ずしも交通量の増加が渋滞を招いているとは限らない点

は，今後の交通改善へのヒントが含まれているといってよ

いと考える．

5. おわりに

経済成長による交通増加が引き起こす渋滞は，新興国に

おいて深刻な問題となっており，その打開は急務となって

いる．本論文により，これまで見えにくかった新興国市街

地の交通状態を一定の期間にわたって調査することがで

き，それらのデータをもとにビジュアル化することができ

るとともに，主要ポイントでの交通データ収集により交通

量や平均速度の変移をおさえることで面的に把握すること

が示せた．また，渋滞としては平均車速と交通流解析によ

る自由速度との車速比の閾値（今回の観測地では 0.65）ま

た時間帯別車速との車速比の閾値（今回の観測値では 0.5）

が求められ判定する手段を得た．また，車速比による閾値

別に示した Q-K曲線では，今回発生している渋滞は渋滞

領域以外に存在している結果を得ることができ，今後の渋

滞解析とその解決への手がかりを見つけることへの応用が

期待できる．

データ観測は今後も継続調査が必要であるとともに，実

際の交通状況の把握として住民への交通ヒアリングを実施

するなどのデータのさらなる蓄積が重要となる．また情報

板による住民への交通情報提供の効果など渋滞緩和に向け

た効果の確認や地域行政のフィードバックにより具体的な

交通流の把握を行うことを今後の研究の課題としたい．ま

たアーメダバード市から ITSシステムの拡張要請を受けて

おり，より広範囲における人の動きの把握が可能となる状

況となっている．これらの活動を通し今後の都市計画への

情報としての活用が期待される．またデータのより正確な

把握としてはカメラによる 2輪車の画像認識の精度向上や

公共車両やタクシーなどのプローブデータの活用が期待さ

れる．また，渋滞解析では実際に渋滞している箇所におけ

るデータ分析とともに実際に渋滞が発生している詳細な状

況の収集を行うなど，その原因と交通流に及ぼす影響の把

握を行っていくものとする．
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